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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記載しており

ません。 

回次 第33期中 第34期中 第35期中 第33期 第34期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

売上高 (千円) 16,636,089 15,369,307 12,307,099 33,366,356 30,656,628

経常利益 (千円) 1,643,844 1,056,300 68,371 3,474,558 2,223,392

中間（当期）純利益又は中
間純損失（△） 

(千円) 931,171 599,675 △533,419 1,804,486 1,266,858

持分法を適用した場合の投
資利益 

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 3,114,700 3,114,700 3,114,700 3,114,700 3,114,700

発行済株式総数 (千株) 58,949 58,721 58,499 58,765 58,530

純資産額 (千円) 8,734,038 8,999,313 8,415,840 9,535,213 9,589,416

総資産額 (千円) 16,306,935 15,884,335 15,166,845 17,472,527 16,491,340

１株当たり純資産額 (円) 148.16 153.26 143.86 162.26 163.84

１株当たり中間（当期）純
利益又は中間純損失（△） 

(円) 15.79 10.21 △9.12 30.63 21.59

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

(円) － － － － －

１株当たり中間（年間）配
当額 

(円) － － － 18.50 10.73

自己資本比率 (％) 53.6 56.7 55.5 54.6 58.1

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) 1,385,925 200,876 △368,988 1,471,610 1,131,743

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △ 67,502 1,300,326 1,629,036 △1,840,379 960,093

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

(千円) △1,110,563 △1,134,648 △169,576 △1,151,907 △1,210,813

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

(千円) 1,945,129 583,147 2,188,088 216,593 1,097,616

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
1,133 
（304）

1,112
（318）

948
（380）

1,135 
（309）

1,024
（335）



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、提出会社の関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）1.従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載しております。 

2.従業員数が前期末に比べ76名減少しましたのは、組織構造改革の一環でありますキャリア・サポート・プログラムに基づ

く希望退職者によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

  

  

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 948[380] 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰による影響が懸念されましたが、民間企業の設備投資が増加する中、堅調

な個人消費の動きと相まって、景気は穏やかな回復基調で推移いたしました。 

 当社の主要製品分野であります化粧品業界は、市場の成熟化、さらに業種を超えた新たな企業の市場参入等により、企業間競争が激

化しております。特に化粧品の価格面及び利益面での絶え間ない競争により、厳しい事業環境が続いております。 

当社は、世界100カ国以上のネットワークを生かした化粧品会社として、世界レベルの研究開発と最先端の技術力を基に、日本女性

の肌に焦点をあてた価値ある高品質の製品を国内で製造し、販売してまいりました。また、品質と価格のどちらにも満足いただける

健康食品、ファッション・ジュエリー及びインナーウェア等の商品を提供してまいりました。特に、スキンケア製品では、ピンポイ

ントで狙うレーザーの手法にヒントを得た、エイボン独自の美白美容液「ミッションＤＲレーザーホワイトエッセンス」を新発売

し、売上に大きく寄与しました。また、美容液効果のある高機能洗顔料「ミッション リファイニング フォーム」やハリ不足、く

ま、クスミに働きかける高機能乳液「ミッション メタボライザー モメンタム」等が順調な売れ行きを示しました。メイクアップ

製品では、リニューアルしました超微粒子、ナノパウダーでシミ、ソバカスを高密度にカバーすることを実現した「クレアホワイト

Ｃ ＮＸ」等が好評を得ました。 

当社は、ビューティ市場及びダイレクトセリング市場の変化に遅れをとらないために、また、市場での競争力を回復し、売上の持

続的成長達成を目指して、当上半期に組織の構造改革を実施いたしました。具体的には、情報の伝達及び意思決定のスピードをあ

げ、全組織がエイボンメンバー及び消費者にもっと近づくために組織の階層を減らし、さらに間接経費の節減により得た資源を売上

の成長持続に再配分するために、組織の再編成、ダウンサイジングを実施いたしました。 

本年6月に終了しました今回の大規模な組織の構造改革は、当中間会計期間の売上高及び利益の双方に大きな影響を与えました。当

中間会計期間の売上高は、前年同期に比べ30億62百万円（19.9％減）減少し、123億7百万円となりました。利益面におきましては、

経常利益は68百万円（対前年同期比93.5％減）となりました。また、キャリア・サポート・プログラム（早期退職者支援プログラ

ム）を実施し、特別退職金（9億12百万円）を計上したことにより中間純損失は5億33百万円（前年同期は中間純利益599百万円）とな

りました。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比較して10億90百万円増加し、当中間

会計期間末には21億88百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は3億68百万円（前年同期は、2億円の収入）のマイナスとなりました。 

これは、主として退職給付未払金の増加額6億24百万円及びその他流動資産の減少額6億15百万円がありましたが、税引前中間純損失

が8億53百万円（前年同期は、税引前中間純利益10億53百万円）であったことによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は前年同期に比して25.3％増加し16億29百万円（前年同期は13億円）となりました。 

これは、短期貸付金の回収による収入が17億20百万円であったこと（前年同期は14億97百万円の回収）等によります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は前年同期に比して85.1％減少し、1億69百万円（前年同期は、11億34百万円）となりました。 

この資金の減少は、配当金の支払額が1億58百万円（前年同期の支払額は、10億87百万円）であったこと等によるものです。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 金額は、販売価格（消費税等を除く。）で表示しております。 

  

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

メイクアップ（千円） 3,621,020 71.1 

スキンケア（千円） 5,449,658 83.5 

ヘアケア（千円） 403,952 75.8 

その他の化粧品（千円） 692,133 80.1 

合計（千円） 10,166,765 78.1 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

健康食品（千円） 469,905 91.8 

ファッション ジュエリー（千円） 228,503 54.5 

インナーウェア（千円） 326,297 72.9 

その他（千円） 31,234 26.1 

合計（千円） 1,055,939 70.5 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

製品 

メイクアップ（千円） 3,489,764 76.6 

スキンケア（千円） 5,103,110 84.0 

ヘアケア（千円） 418,520 86.3 

その他の化粧品（千円） 651,342 83.9 

小計（千円） 9,662,737 81.2 

商品 

健康食品（千円） 1,112,645 83.8 

ファッション ジュエリー（千円） 704,677 70.6 

インナーウェア（千円） 689,680 76.3 

その他（千円） 137,357 55.9 

小計（千円） 2,644,361 76.1 

合計（千円） 12,307,099 80.1 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社の研究開発は、エイボン プロダクツ インコーポレーテッド（アメリカ合衆国）との間で締結した技術導入契約に基づき、

同社の研究開発部門と緊密な連携により行われております。ニューヨーク州サファーンにあります同社研究開発部門では、肌のメカ

ニズムの精密な分析はもとより、現代化学の応用と天然成分などの有効利用について常に積極的な研究が行われており、また近年

は、大学及び民間の研究機関との共同開発を含めて、「美白」及び「老化防止」の二大テーマに対して継続的な研究開発を行ってお

ります。 

平成１8年度は好評いただいていますミッションＤＲラインに第2弾として、ピーリングをご家庭で安心して楽しめることをテーマ

にして「ミッションＤＲフェイシャルピール」を、第3弾として、レーザー技術に着目した、異なった原因で発生した今あるシミ、潜

んでいるシミに働きかける美白製品「ミッションＤＲレーザーホワイトエッセンス」を、さらに第4弾として目の周りの悩みに着目し

た「ミッションＤＲアイリフトクリーム」を発売してまいります。また、肌本来が持っている底肌力に着目し、30代からのエイジン

グケアをめざす「ルネッセージデュウ」としてリニューアルし、強化してまいります。一方、メイクアップ製品では、ナノパウダー

採用で高密度カバー力を実現した新「クレアホワイトベースメイク」を、黒ずみ対策で自然な立体顔に仕上げる新「ルネッセージサ

マーベースメイク」を、さらにはご好評をいただいております「ネオナチューラ」を強力にリニューアルしてまいります。健康食品

においては、1食を置き換えるだけで健康的にダイエットを楽しめる「スピーディスリム」や内外美容に着目した美肌サプリメントと

いった化粧品会社ならではの新しい発想を取り入れた製品を強力に販売してまいります。 

なお、当社独自の研究開発は行っておりませんので、研究開発費用の大部分は、技術導入契約に基づく支払いロイヤルティに含ま

れております。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

なお、当中間会計期間の末日までに株式31,000株を消却し、当中間会計期間の末日では262,499,000株となっております。

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）自己株式の消却による減少であります。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 262,530,000 

計 262,530,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年6月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年9月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 58,499,000 58,499,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 58,499,000 58,499,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年1月1日～ 
平成18年6月30日

（注） 
△31,000 58,499,000 － 3,114,700 － 24,644 



(4）【大株主の状況】 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．完全議決権株式（その他）の欄には、保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権数2個）含まれております。 

２．単元未満株式の欄には、単元未満株の買い取り請求により取得した自己株式74株が含まれております。 

    平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エイボン インターナショナ
ル オペレーションズ イン
コーポレーテッド 
（常任代理人 エイボン・プロ
ダクツ株式会社） 

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市 アメリカズ アベニュー 
1345 
（東京都新宿区西新宿3－20－2） 

43,637 74.59 

エイボン社員持株会 東京都新宿区西新宿3－20－2 770 1.31 

シービーエヌワイ ナショナ
ル フアイナンシャル サー
ビシス エルエルシー 
（常任代理人 シティバン
ク・エヌ・エイ東京支店） 

アメリカ合衆国ニューヨーク州
ニューヨーク市 NY25Q リバティー  
ストリート 200 
（東京都品川区東品川2－3－14） 

675 1.15 

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都中央区晴海1－8－12
（東京都中央区日本橋茅場町1－2－4） 

500 0.85 

赤井 知光 大阪府阪南市 368 0.62 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内1－6－6 325 0.55 

株式会社しんきん信託銀行 東京都中央区京橋2－14－1 179 0.30 

赤井 ミチヨ 大阪府阪南市 142 0.24 

堀内 清美 大阪府大阪市生野区 130 0.22 

古川 令治 千葉県松戸市 80 0.13 

計 － 46,806 80.01 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 - － － 

議決権制限株式（自己株式等） - － － 

議決権制限株式（その他） - － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  2,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 

  
普通株式 

58,496,000 
  

58,496 
－ 

単元未満株式 普通株式  1,000 － － 

発行済株式総数 58,499,000 － － 

総株主の議決権 － 58,496 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

     平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

エイボン・プロダクツ株
式会社 

東京都新宿区西新宿
3-20-2 

2,000 － 2,000 0.004

計 － 2,000 － 2,000 0.004

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 486 453 400 404 397 356 

最低（円） 453 380 382 389 335 305 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きにより、改正前の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の中間財務

諸表については中央青山監査法人（現みすず監査法人）により中間監査を受け、また当中間会計期間（平成18年１月１日から平

成18年６月30日まで）の中間財務諸表については、あらた監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前中間会計期間 中央青山監査法人（現みすず監査法人） 

当中間会計期間 あらた監査法人 

  

３．中間連結財務諸表について 

 中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社では、子会

社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいも

のとして、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準     0.2％ 

売上高基準    0.1％ 

利益基準    △1.0％ 

利益剰余金基準  3.3％ 

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金及び預金   583,147  2,188,088 1,097,616  

売掛金   1,711,563  1,653,299 1,968,328  

たな卸資産   2,399,303  2,397,246 2,125,135  

前払費用   590,188  303,959 622,171  

繰延税金資産   282,103  708,034 385,367  

短期貸付金   3,502,200  2,000,000 3,720,000  

その他   542,832  338,775 616,726  

貸倒引当金   △19,861  △20,867 △15,797  

流動資産合計    9,591,478 60.4 9,568,537 63.1  10,519,549 63.8

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産 ※１     

建物・構築物   1,854,207  1,763,922 1,814,209  

機械及び装置   975,501  835,171 927,813  

工具器具備品   385,798  351,833 365,221  

土地   961,838  961,838 961,838  

その他   19,029  14,686 9,220  

有形固定資産合計    4,196,375 3,927,452  4,078,304 

無形固定資産    87,450 42,542  52,033 

投資その他の資産       

前払年金費用   1,380,928  1,097,704 1,314,532  

その他   628,102  530,608 526,921  

投資その他の資産
合計 

   2,009,030 1,628,312  1,841,453 

固定資産合計    6,292,856 39.6 5,598,307 36.9  5,971,791 36.2

資産合計    15,884,335 100.0 15,166,845 100.0  16,491,340 100.0

              



  

    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形   957,753  738,008 887,254  

買掛金   911,589  772,316 817,180  

短期借入金   246,487  248,336 247,403  

未払金   1,119,118  2,554,875 1,669,496  

未払費用   1,080,544  1,166,382 1,144,897  

未払法人税等   499,279  42,405 506,821  

賞与引当金   124,465  128,979 ─  

返品引当金   26,743  27,549 25,620  

その他 ※２ 328,581  226,350 316,727  

流動負債合計    5,294,564 33.3 5,905,204 38.9  5,615,401 34.1

Ⅱ 固定負債       

長期退職給付未払
金 

  1,556,373  820,696 1,250,934  

役員退職慰労引当
金 

  34,083  25,105 35,588  

固定負債合計    1,590,457 10.0 845,801 5.6  1,286,523 7.8

負債合計    6,885,021 43.3 6,751,005 44.5  6,901,924 41.9

              

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    3,114,700 19.6 ─ ─  3,114,700 18.9

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   24,644  ─ 24,644  

資本剰余金合計    24,644 0.2 ─ ─  24,644 0.1

Ⅲ 利益剰余金       

利益準備金   778,675  ─ 778,675  

任意積立金       

 別途積立金   1,200,000  ─ 1,200,000  

中間（当期）未処
分利益 

  3,904,971  ─ 4,472,480  

利益剰余金合計    5,883,646 37.0 ─ ─  6,451,155 39.1

Ⅳ 自己株式    △23,677 △0.1 ─ ─  △1,084 △0.0

資本合計    8,999,313 56.7 ─ ─  9,589,416 58.1

負債・資本合計    15,884,335 100.0 ─ ─  16,491,340 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表
(平成17年12月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 3,114,700 20.5  － －

２ 資本剰余金       

資本準備金   －  24,644 －  

資本剰余金合計    － － 24,644 0.2  － －

３ 利益剰余金       

利益準備金   －  778,675 －  

その他の利益剰
余金 

      

別途積立金   －  1,200,000 －  

繰越利益剰余金   －  3,298,904 －  

    利益剰余金合計    － － 5,277,579 34.8  － －

４ 自己株式    － － △1,084 △0.0  － －

株主資本合計    － － 8,415,840 55.5  － －

純資産合計    － － 8,415,840 55.5  － －

負債純資産合計    － － 15,166,845 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    15,369,307 100.0 12,307,099 100.0  30,656,628 100.0

Ⅱ 売上原価    4,656,278 30.3 3,882,279 31.5  9,214,164 30.1

売上総利益    10,713,028 69.7 8,424,819 68.5  21,442,464 69.9

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   9,657,743 62.8 8,358,630 67.9  19,214,705 62.6

営業利益    1,055,285 6.9 66,189 0.5  2,227,758 7.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,468 0.0 4,615 0.0  10,272 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  5,453 0.0 2,433 0.0  14,637 0.1

経常利益    1,056,300 6.9 68,371 0.6  2,223,392 7.2

Ⅵ 特別利益 ※３  － － － －  2 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  2,661 0.0 921,423 7.5  35,650 0.1

税引前中間(当期)
純利益 

   1,053,639 6.9 － －  2,187,744 7.1

税引前中間純損失    － － 853,051 △6.9  － －

法人税、住民税及
び事業税 

※6 453,964  △319,632 932,169  

法人税等調整額   － 453,964 3.0 － △319,632 △2.6 △11,283 920,886 3.0

中間（当期）純利
益 

   599,675 3.9 － －  1,266,858 4.1

中間純損失    － － 533,419 △4.3  － －

前期繰越利益    3,330,041 －  3,330,041 

自己株式消却額    24,746 －  124,419 

中間(当期)未処分
利益 

   3,904,971 －  4,472,480 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

  

  

  

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金 
繰越利益剰
余金 

平成17年12月31日 残高（千円） 3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 4,472,480 6,451,155 △1,084 9,589,416 9,589,416 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（千円） － － － － － △628,004 △628,004 － △628,004 △628,004 

中間純損失（千円） － － － － － △533,419 △533,419 － △533,419 △533,419 

自己株式の取得（千円） － － － － － － － △12,152 △12,152 △12,152 

自己株式の処分（千円） － － － － － △12,152 △12,152 12,152 － － 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 
（千円） 

－ － － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － － △1,173,575 △1,173,575 0 △1,173,575 △1,173,575 

平成18年６月30日 残高（千円） 3,114,700 24,644 24,644 778,675 1,200,000 3,298,904 5,277,579 △1,084 8,415,840 8,415,840 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間(当期)純
利益又は純損失 

  1,053,639 △853,051 2,187,744 

減価償却費   251,365 242,677 503,499 

貸倒引当金の増減額   1,333 5,070 △2,731 

前払年金費用の減少
額 

  64,436 216,828 130,832 

役員退職慰労引当金
の増減額 

  3,002 △10,483 4,506 

有形固定資産売却益   － － △2 

有形固定資産除却損   2,661 8,629 7,944 

電話加入権評価損   － － 27,706 

受取利息及び受取配
当金 

  △3,035 △2,177 △6,090 

支払利息   955 933 1,873 

売上債権の減少額   503,459 315,029 246,695 

その他の流動資産の
増減額 

  20,294 615,472 △85,585 

その他の固定資産の
増加額 

  － △3,687 － 

その他の流動負債の
減少額 

  △338,349 △271,946 △131,815 

たな卸資産の増減額   △189,127 △272,111 85,042 

仕入債務の減少額   △467,179 △194,109 △632,087 

未払人件費の増減額   △16,461 △215,659 255,493 

退職給付未払金の増
減額 

  △78,440 624,884 △381,889 

未払消費税等の減少
額 

  △63,332 △89,771 △43,993 

小計   745,222 116,528 2,167,142 

利息及び配当金の受
取額 

  3,035 2,177 6,090 

利息の支払額   △993 △933 △1,910 

法人税等の支払額   △546,388 △486,760 △1,039,579 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  200,876 △368,988 1,131,743 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有形固定資産の売却
による収入 

  － － 400 

有形及び無形固定資
産の取得による支出 

  △197,473 △90,964 △329,507 

短期貸付金の減少額   1,497,799 1,720,000 1,280,000 

その他の固定資産の
回収による収入 

  － － 9,200 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,300,326 1,629,036 960,093 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増加額   927 933 1,842 

自己株式の取得によ
る支出 

  △48,423 △12,152 △125,503 

配当金の支払額   △1,087,152 △158,357 △1,087,152 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,134,648 △169,576 △1,210,813 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  366,554 1,090,472 881,023 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  216,593 1,097,616 216,593 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 583,147 2,188,088 1,097,616 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券 

 子会社株式につきましては、

移動平均法による原価法を採用

しております。 

    同  左     同  左 

  (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2)たな卸資産 

   商品・製品・原材料・仕掛品

につきましては、先入先出法に

基づく原価法を、貯蔵品につき

ましては、個別法に基づく原価

法を、それぞれ採用しておりま

す。 

    同  左    同  左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。

但し、建物の一部については、

その見積り経済耐用年数に基づ

く定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。

但し、建物の一部については、

その見積り経済耐用年数に基づ

く定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    同  左 

  建物・構築物  10～65年 建物・構築物  10～45年   

  機械及び装置   9～15年 機械及び装置   9～15年   

  工具器具備品   2～15年 工具器具備品   2～15年   

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 但し、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における

見込利用可能期間（5年）によ

る定額法を採用しております。 

    同   左     同   左 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

     同   左      同   左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金  (2)   ───── 

   従業員の賞与金の支払いに備

えるため、賞与支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上して

おります。 

    同   左   

  (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

  当社は、平成16年8月1日か

ら、確定拠出年金制度及びキャ

ッシュバランスプラン（市場金

利連動型年金）制度を設けてお

ります。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

ただし、旧制度から確定拠出

年金制度に移管した部分につい

ては、退職給付制度の終了とし

て取り扱い、終了した部分に係

る未認識会計基準変更時差異に

ついては、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理、適用

指針第15項の経過措置」（企業

会計基準適用指針第1号）を適

用し、8年定額法により処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（9

年）による定額法により、翌事

業年度から費用処理しておりま

す。 

当社は、平成16年8月1日か

ら、確定拠出年金制度及びキャ

ッシュバランスプラン（市場金

利連動型年金）制度を設けてお

ります。 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 会計基準変更時差異について

は、15年による按分額を費用処

理しております。 

ただし、旧制度から確定拠出

年金制度に移管した部分につい

ては、退職給付制度の終了とし

て取り扱い、終了した部分に係

る未認識会計基準変更時差異に

ついては、「退職給付制度間の

移行等に関する会計処理、適用

指針第15項の経過措置」（企業

会計基準適用指針第1号）を適

用し、8年定額法により処理し

ております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残存

勤務期間内の一定の年数（8.3-

9年）による定額法により、翌

事業年度から費用処理しており

ます。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、15年による按分額を

費用処理しております。数理計

算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（8.3 - 9年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理して

おります。 



  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

  (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 (4)役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく当中間

期末要支給見積額を引当計上し

ております。 

     同   左  役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

  (5)返品引当金 (5)返品引当金 (5)返品引当金 

   当中間期末日後の返品に備え

るため、過去の返品実績率に基

づき算定した返品見込額を計上

しております。 

     同   左  期末日後の返品に備えるた

め、過去の返品実績率に基づき

算定した返品見込額を計上して

おります。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同   左 同   左 

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 同   左 同   左 

   繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

    

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象     

  
  

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建買掛金
及び外貨建予
定取引 

  

  (3)ヘッジ方針     

   為替変動による外貨建金銭債

権債務の損失可能性を減殺する

目的で行っております。 

    

  (4)ヘッジ有効性評価の方法     

   ヘッジ開始時から有効性判定

時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動

の累計を比較し、両者の変動額

等を基礎にして判断しておりま

す。 

    

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同   左 同   左 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式を採用しております。 

同   左 同   左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年6月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

  

  

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 平成

15年10月31日）を適用しております。な

お、これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

────── 

  

（貸借対照表の「純資産の部」の表示に

係る会計基準） 

────── 

  

  

  

  

  

当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第8号 平成17年12月9日）を

適用しております。なお、従来の資本の

部の合計に相当する金額は8,415,840千円

であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年6月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年6月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

法人事業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示について 

 実務対応報告第12号「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年2月

13日 企業会計基準委員会）が公表された

ことに伴い、当中間会計期間から同実務対

応報告に基づき、法人事業税の付加価値割

及び資本割のうち、23,174千円を販売費及

び一般管理費、2,251千円を売上原価（当期

製造費用）として処理しております。 

────── 

  

────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価

償却累計額 
13,937,429千円 14,181,194千円 14,085,347千円 

※２ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、金

額的重要性が乏しいため、

流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

   同  左 ────── 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．発行済株式の普通株式の株式数の減少31,000株は、自己株式の消却によるものです。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加31,000株及び減少31,000株は、当社取締役会の決議に基づく自己株式の取得及び消

却によるものです。 

  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１ 営業外収益の主要項

目 

   

受取利息 3,035千円 2,177千円 6,090千円 

※２ 営業外費用の主要項

目 

   

支払利息 955千円 932千円 1,873千円 

為替差損 3,413 1,390 9,698 

※３ 特別利益の主要項目    

固定資産売却益 － － 2千円 

※４ 特別損失の主要項目    

固定資産除却損 2,661千円 8,629千円 7,944千円 

特別退職金 － 912,794 － 

電話加入権評価損 － － 27,706 

 ５ 減価償却実施額    

有形固定資産 237,666千円 229,428千円 475,589千円 

無形固定資産 13,698 13,249 27,910 

※６ 税効果会計  税効果会計の適用に当た

り簡便法を採用しておりま

すので、法人税等調整額は

「法人税、住民税及び事業

税」に含めて表示しており

ます。 

同   左 ───── 

  
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１． 58,530,000 － 31,000 58,499,000 

合計 58,530,000 － 31,000 58,499,000 

自己株式 

普通株式（注）２． 2,074 31,000 31,000 2,074 

合計 2,074 31,000 31,000 2,074 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．配当金に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年3月30日 
定時株主総会 

普通株式 628,004 10.73 平成17年12月31日 平成18年3月30日

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に記載されている科目

の金額との関係 

（平成17年６月30日現在） （平成18年６月30日現在） （平成17年12月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 583,147千円

現金及び現金同等物 583,147千円

 
現金及び預金勘定 2,188,088千円

現金及び現金同等物 2,188,088千円

現金及び預金勘定 1,097,616千円

現金及び現金同等物 1,097,616千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品 

45,530 30,193 15,337

（有形
固定資
産） 
その他 

81,570 32,176 49,393

合計 127,100 62,369 64,730

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

工具器
具備品

50,157 23,330 26,827

（有形
固定資
産） 
その他

72,498 43,708 28,789

合計 122,655 67,038 55,617

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

工具器
具備品

50,157 16,701 33,456

（有形
固定資
産） 
その他

81,570 42,793 38,776

合計 131,727 59,494 72,233

  （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

同    左 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

  
  
１年内 32,705千円

１年超 32,025千円

 合計 64,730千円

１年内 29,199千円

１年超 26,417千円

 合計 55,617千円

１年内 32,602千円

１年超 39,630千円

 合計 72,233千円

  （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

より算定しております。 

同    左 （注） 未経過リース料期末残高

相当額は未経過リース料

期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法により算定してお

ります。 

  ３．支払リース料、減価償却費相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額 

  
  
支払リース料 29,024千円

減価償却費相
当額 

29,024千円

支払リース料 16,615千円

減価償却費相
当額 

16,615千円

支払リース料 29,380千円

減価償却費相
当額 

29,380千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

同    左 同    左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（当中間会計期間） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（前事業年度） 

有価証券 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成17年1月1日 至 平成17年6月30日）、当中間会計期間（自 平成18年1月1日 至 平成18年6

月30日）及び前事業年度（自 平成17年1月1日 至 平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年1月1日 至 平成18年6月30日） 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  
前中間会計期間末（平成17年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 100,000 

  
当中間会計期間末（平成18年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 100,000 

  
前事業年度末（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式 100,000 



（持分法損益等） 

 当社は、関連会社がありませんので該当事項はありません。 

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

  

  

  
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 153円26銭 143円86銭 163円84銭 

１株当たり中間（当期）
純利益又は中間純損失 
（△） 

10円21銭 △9円12銭 21円59銭 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、希薄化効果を有

している潜在株式が存在し

ないため記載しておりませ

ん。 

   同   左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有

している潜在株式が存在し

ないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失 
（△）（千円） 

599,675 △533,419 1,266,858 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又
は中間純損失（△）（千円） 

599,675 △533,419 1,266,858 

期中平均株式数（株） 58,732,833 58,509,333 58,669,750 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── ────── 自己株式の取得について 

    

  

  

  

平成18年2月22日開催の当社取締役

会において、「定款の定めによる自

己株式の買受け」（旧商法第211条

ノ3第1項第2号）が下記のとおり決

議されました。 

平成18年2月24日から平成18年12月

31日までに、当社普通株式50万株、

取得価額の総額2億5千万円を限度と

して自己株式を取得することができ

る。 



(2）【その他】 

 特記すべき事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第34期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

   平成18年3月31日関東財務局長に提出 

(2)臨時報告書 

   平成18年2月1日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

   平成18年2月23日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

   平成18年4月3日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告

書であります。 

(3)臨時報告書の訂正報告書 

   平成18年7月6日関東財務局長に提出 

   上記平成18年4月3日提出の臨時報告書（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）に係る訂正報告書であります。 

(4)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年12月1日 至 平成17年12月31日）平成18年1月10日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年2月24日 至 平成18年2月28日）平成18年3月7日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年3月1日 至 平成18年3月31日）平成18年4月5日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年4月30日）平成18年5月9日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年5月1日 至 平成18年5月31日）平成18年6月7日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年6月30日）平成18年7月6日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年7月1日 至 平成18年7月31日）平成18年8月8日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成18年8月1日 至 平成18年8月31日）平成18年9月6日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２９日

エイボン・プロダクツ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエイボン・プロダク

ツ株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第３４期事業年度の中間会計期間（平成１７年１月１日から平

成１７年６月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、エイボ

ン・プロダクツ株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年１月１日か

ら平成１７年６月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  小澤 元秀 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  廣川 朝海 

      



  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書   

  平成18年９月28日

エイボン・プロダクツ株式会社   

  取締役会 御中   

  あらた監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小澤 元秀 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 廣川 朝海 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエ

イボン・プロダクツ株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成

18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、エイボン・プロダクツ株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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